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	北海道選挙区／津別町の得票
	
	比 例 代 表／津別町の得票

	藤川まさし（民主）
	８２２票)
	
	民主党
	１,３３４票)

	徳永　エリ（民主）
	６９６票)
	
	※えさきたかし
	(１２４票)

	※民主：藤川＋徳永
	(１,５１８票)
	
	自由民主党
	８３０票)

	長谷川　岳（自民）
	１,１６８票)
	
	公明党
	３０２票)

	中川　賢一（みんな）
	２７０票)
	
	みんなの党
	２３４.５票)

	畠山　和也（共産）
	１８３票)
	
	日本共産党
	１８３票)

	大林　　誠（幸福）
	３１票)
	
	社会民主党
	１０４票)

	※比例代表の他の政党及び候補者の得票は省略

します。大東新聞店の「かわら版」を見てく

ださい。【なお町職組合員は１０８名です】
	国民新党
	７３票)

	
	たちあがれ日本
	３３票)

	



公務員連絡会が６月２２日に人事院総裁に提出した「2010年人事院勧告に関わる要求書」に関し、明日１３日に中央行動を配置して交渉を行います。

津別町職は「教宣紙」の集中発行で全国統一行動に参加します


　

 50歳台後半層の給与引下げ問題について裏面に報告 









　　　　

	交渉の冒頭、人事院の根本審議官は、50歳台後半層の給与に一定率を乗じてマイナスする措置と職務給の原則との関係及び民間企業の50歳台後半層の給与水準低下の理由について、次の通り説明しました。

(1)　職員の給与は、職務・職責に応じて支給すること（職務給の原則）を基本としているが、職務の級においても一定の幅が設けられているほか、給与全体として職務・職責以外の要素も考慮してきている。

(2)　実際に、人事院は、職務、地域、年齢等を比較要素として、それらが同一の公務員と民間従業員とをラスパイレス比較を行い、給与の官民較差を算出している。また、配分においては、職務・職責のほかに、民間における地域別の給与の状況、生活関連給与の状況、年齢階層の配分状況等を考慮している。
	
	
	(3)　そのため、職務・職責は同じであっても、個々の職員の要素の違いにより受け取る給与額は異なっており、一定の幅があるが、このことは職務給の原則の下で許容されている。

(4)　現在、50歳台後半層において、公務の給与水準が民間を大きく上回り、その差が拡大する傾向が見られる。このことは、早急に是正されるべきであり、年齢に着目してなされる今回の措置は、職務給の原則が許容するものであると考えている。

(5)　50歳以降の給与について、①漸減、②ダウン→上昇、③ダウン→横ばいとする企業が大企業を中心に一定程度存在し、その低下度合いが大きいために50歳台後半の給与が下がっていると考えられる。とくに大企業で下がり方が大きいが、在職者数が大きく減っているとは言えないので「出向」の影響はそんなに大きくないと思われる。


これに対する公務員連絡会の追及は次号で報告します




















































































公務員連絡会は、７月６日、「50歳台後半層の給与引下げ」をめぐる２回目の人事院交渉を実施しました。前回６月23日の交渉で公務員連絡会が、引下げ提案の撤回を要求するとともに、改めて①職務給の原則と年齢で一律に引き下げることとの関係、②民間企業の50歳台後半層の給与水準低下の理由、などを明確に説明するよう求めたことを受けて実施したものです。






















































































 前売券：大人２,２００円 ／ 当日券：大人２,５００円・子ども５００円 


今日､青年部長が前売券をもって役場をまわります／前売券は商工観光にもあります








